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5 回シリーズ「憲法論議の視点」の最終回は、京都大の曽我部教授が登壇した。テ

ーマは、統治機構。今回は、条文にとらわれない「実質的意味での憲法」の視点から、

現状における統治機構の諸課題を指摘し、中長期的に憲法を考える論点を提示した。 

ポイントとしては、（１）統治機構のエンジンとブレーキ（２）民主的要素と専門合理的

要素のバランス（３）問題提起の制度化（４）政権交代の重要性、などをあげた。 

具体的な課題の指摘は以下の通り。 

「現在の『一強政治』は、90 年代の統治構造改革の帰結」「国勢調査権では、証人

喚問は主要な野党会派が要求すれば発動できるようにすべき」「最高裁は違憲審査に

関して過度に消極的」「独立機関が十分に機能しておらず、人事・権限・予算の見直

しを」「未組織の民意を国政に反映させるルートが細い」「与党側の都合の良い時期に

解散できることを正当化する理由はない」 

 

※論旨をよりわかりやすくするため、曽我部教授にお願いして、録音による発言の文字記録に手

を入れていただきました。 

※レジュメは巻末にあります。 

 

司会：川上高志 日本記者クラブ企画委員（共同通信） 

 

YouTube 日本記者クラブチャンネル動画 

○C 公益社団法人 日本記者クラブ 

 
 

https://www.youtube.com/watch?v=RNDF6-9iFhs&feature=youtu.be
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司会＝川上高志 日本記者クラブ企画委員（共

同通信） 「憲法論議の視点」は今回が最終回、

5回目です。京都大学の曽我部先生にお越しい

ただきました。テーマは「統治機構」です。 

1990 年代の小選挙区制、政治改革から、憲

法によらないところで統治機構の改革はずっ

と進んできたのですが、正直にいうと、その行

き着いた果てが現状であると感じております。 

そのような中で、憲法学の観点から統治機構

の課題をどうみるべきかについてお話をお聞

かせいただきたいと考えています。 

1 時間程度お話しいただいて、その後、会場

からの質問をお受けしたいと思います。 

司会を務めます当クラブ企画委員、共同通信

の川上です。では、よろしくお願いいたします。 

 

統治機構の要素のバランス 

曽我部真裕・京都大学教授  本日は、お招き

いただきましてありがとうございます。とかく

世間では憲法学者、憲法研究者に対して批判的

な視線が向けられがちですが、それには誤解も

含まれていますし、憲法研究者といっても一枚

岩ではなく、当然ながらさまざまな考え方があ

ります。 

いずれにしても専門家の世界に閉じこもり

がちで、広く社会との対話が十分でなかったこ

とが憲法研究者の側にあったことも否めず、今

回、一連の憲法を考える企画をつくっていただ

いたことには感謝を申しあげたいと思います。 

タイトルのとおり、統治機構の課題について

話をさせていただきます。かなり抽象的なタイ

トルで、ある程度幅広く問題点を拾いたいとは

思うのですが、課題はあまりにも多いので、当

然ながら網羅的ではありませんし、体系的でも

ない。また、広く浅くという印象を与えるもの

になってしまうかもしれませんが、昨今の状況

からすると、広く浅くみることにも意味がある

かもしれないので、あえてそのようにしており

ます。 

とはいえ、各論ばかり並べるのもまとまりに

欠ますので、最初に統治機構をみる視点として

総論的な話をしたうえで、各論的な話題に移り

ます。 

「1.はじめに」はいまお話ししたことです。

「2.統治機構を見る視点」は総論的な話、続い

て「3.個別的課題」、最後に「まとめ」にした

いと思います。※資料は巻末にあります 

まず総論的なところは、2.(1)の「基本的な

視点」としています。 

憲法の観点から統治機構を考える場合、「立

憲主義とは権力を縛るものである」という原則

が強調されることが多いのですが、確かにこの

ことは重要ではあるものの、それだけで十分で

はないと思います。 

現代国家では、社会や個人が抱えるさまざま

な課題の解決のために国家が介入する、国家の

活動が求められることも多々ありますので、権

力は、縛られる以前に迅速、的確に行使される

ことが必要であろうということです。これが

「推進力」と「統制力」です。 

権力を縛ればよいというだけではないとし

て、ここでは、日本国憲法における統治機構を

みる際の基本的な視点を 2 つの軸で整理して

みたいと思います。 

1 つの軸は、政治の推進力、リーダーシップ

と統制という対比です。この表では横軸のとこ

ろです。これはいわば政治におけるエンジンと

ブレーキという観点です。 

いまみましたように、国家が社会や個人のか

かわる問題、課題の解決に貢献するためには的

確、迅速な介入が求められるので、そのために

は効率的な決定がなされる必要がある。他方で、

立憲主義の要請からは、当然ながら権力の暴走

に対する歯止めが求められるというような軸

が横軸です。 

もう 1つの軸は、民主的要素と専門合理的要

素との対比です。日本国憲法が国民主権原理を

採用し、国民主権原理の要請として民主主義の

制度化を求めているとすれば、統治機構に民主

的な要素が十分に取り込まれている必要があ

るということになります。ただし、同時に、国

家の決定は合理的なものでなければならず、そ

の合理性を担保する仕組みも必要不可欠です。 
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また、専門合理的な要素というのは、非民主

的だと思われるかもしれませんが、民主主義を

さまざまな意味で補完するものであることも

忘れるべきではありません。 

一例を挙げると、社会保障や税のあり方――

高福祉・高負担なのか、低福祉・低負担なのか

といったことを決定するのは、民主主義の重要

な局面です。他方、こうした決定の基礎となる

中長期的な財政推計等の情報は、専門的かつ独

立した立場から行われる必要があります。また、

裁判所の判決がいろいろな制度、法令の見直し

につながることもよくあります。 

この 2つの軸は、いまご覧いただいているよ

うな図のマトリックスとして考えることがで

きると思います。 

それぞれの代表的なアクターを参考までに

記入していますが、1つのアクターが複数の要

素を体現することもありますし、ここに出てき

ていないファクターもあります。後に言及する

独立機関はこの表に載せていません。 

複数の要素を体現すると申しましたが、例え

ばここでは統制のところに入れている国会は、

法律をつくる権限をももつわけですから、政策

の推進にも不可欠な役割を果たします。国会が

統制だけをしているわけではないことは言う

までもないと思います。 

このようなマトリックスはある意味では当

然の内容ですが、これをあえて示す意味は、統

治機構を考える際には複数の視点があり、それ

らを一旦区別したうえで、それぞれの要素のバ

ランスを図ることが重要なことを示すためで

す。 

こうした観点から日本の現状をみると、民主

的要素として推進力を担う内閣は非常に強化

されていますが、それ以外は十分に機能してい

ないところもあり、全体としてアンバランスな

状態にあると考えられます。 

そこで、この報告の後半では、このような基

本的な視点に立ちつつ個別的な問題を幾つか

検討しますが、今しばらく総論的な話を続けま

す。 

 

政策決定プロセスを明文に即したものに 

次は、2.(2)「統治機構をどのような形式で

定めるか」です。この問題については 2点申し

あげたいと思います。 

第 1に、統治機構というと憲法の規定に注目

されがちですが、統治機構というのは、憲法の

規定に加えて、それを具体化する国会法、内閣

法、裁判所法などの法律、さらに国会に関して

は、衆議院規則、参議院規則、あるいは先例に

よって構成されています。これらの全体を「実

質的意味の憲法」と言っています。 

憲法改正の議論では、形式的意味の憲法であ

るところの憲法典、つまり日本国憲法そのもの

の条文だけが対象とされているように見受け

られますが、統治機構のありようは、実質的意

味の憲法全体を視野に入れて議論すべきです。 

この点についての非常にわかりやすい例は、

90 年代以降のいわゆる統治構造改革の例です。 

すなわち、現在の官邸主導と呼ばれる政治の

あり方は 21 世紀に入ってから確立したもので、

90 年代の統治構造改革の結果といえます。こ

の間、日本国憲法、つまり形式的意味の憲法典

の条文は一文字も変わっていませんが、一連の

法律改正により実質的意味の憲法が変容し、い

まは自民党の派閥均衡に基づく政治から官邸

一強の政治へと大きく変容したわけです。 

このように、統治機構の改革を考える際には、

実質的意味の憲法の視点が重要ということが

おわかりいただけると思います。 

第 2に、いまの話とも関連しますが、統治機

構のうち政策決定プロセスをどこまで公式の

制度として取り込むかという問題もあります。 

日本には、政策決定プロセスの重要なフェー

ズでありながら、憲法典、つまり日本国憲法は

もちろん、法律にも何ら規定のないインフォー

マルなプロセスが多々あります。 

その筆頭が自民党における法案の事前審査

制であり、そこで「政官業」の調整がなされて

実質的な決定が行われ、その後の国会での法案

審議が形骸化、空洞化することの大きな要因に

なっています。 
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このようなあり方は、ある論者によって「顕

教」と「密教」という表現がなされています。

憲法典など法令に定められた制度は顕教です

が、実際に通用しているのは密教であるという

趣旨だろうと思います。 

もちろん、どの国においても明文で書かれた

ことが全てということはあり得ませんが、日本

の場合には、明文で書かれたことと実態とが大

きく乖離しており、明文で書かれた制度は空洞

化、形骸化する傾向にあって、問題が大きいと

思われます。 

問題が大きいというのは、一つには、明文で

書かれた制度は、いろいろな価値――例えば、

推進力と統制力、民主的価値と専門的合理性と

いったようなさまざまな価値を取り入れて設

計されているので、それが建前と化してしまっ

ては、そうした価値がないがしろにされること

につながるということです。 

また、制度が明文で定められているからこそ、

改革が必要な場合には規定を改めれば改革で

きるのであって、明文で書かれていない場合に

は、何をどうすれば改革をしたことになるのか

がそもそもわからない。そもそも実態がどうな

っているのかを調査することだけで多大な労

力が必要になったりもする、といったことがあ

ろうかと思います。 

さらに、インフォーマルな決定プロセスは透

明性を欠き、記録も残らないために、後に検証

することが不可能になり、責任の所在も曖昧に

なることにつながるといったことがあろうか

と思います。 

したがって、日本でも、場合によっては、政

党内のプロセスも含めて、政策形成プロセスが

もっと明文に即したものになるようにする必

要があります。他方で見逃されがちなことは、

現状の政策決定プロセスがインフォーマルな

領域に移ってしまっているのは、明文で定めら

れた制度のほうに不合理な点があったり、過度

に理想主義的であったりして、実行が難しい場

合があることが原因かもしれません。 

つまり、この問題は、インフォーマルなあり

方を制度のほうに寄せていく必要があると同

時に、制度のほうを見直す必要もあり、両面か

らの検討が必要であろうと思います。 

 

政権交代の重要性 

総論の最後として、これまでの話と若干色合

いの違う話ですが、日本の統治機構の抱えるさ

まざまな問題の根本的な要因として、政権交代

がないことを改めて指摘しておきたいと思い

ます。 

国会審議のあり方が合理的なものにならな

いこと、最高裁による違憲審査が十分になされ

ないことなどをはじめとした独立機関の機能

が不全であることや、政治と官僚制の距離が近

いことなどは、他国と同様に政権交代が行われ

るようになればかなりの部分が解決するので

はないかと思います。これらは、自民党内のい

わゆる擬似的な政権交代では実現できない、代

替できないことであろうと思います。 

政権交代の重要性は、90 年代の統治構造改

革の文脈では意識されていました。少数派が切

り捨てられるなどの強い批判があった小選挙

区制が導入されたのも、政権交代が重要だとい

う意識があったからのはずです。 

しかし、民主党政権の経験を経て、政権交代

の重要性についての認識が低下してしまって

いるように見えます。統治機構の制度改正の議

論を積み重ねることは非常に重要ですが、他方

で、政権交代に向けた各党の努力も不可欠です。

この点については野党の努力が特に求められ

るところですが、実際には統治構造改革後の新

しい制度的環境を最も深く理解して適応した

のは、どうやら自民党であったように思われま

す。 

なお、政権交代の重要性についていま申しあ

げましたが、これは統治構造、統治機構全体の

正常な運営のためには政権交代自体が必要で

あるという趣旨であって、自民党の政策そのも

のに対する評価を含んでいるわけではないこ

とを、念のために申しあげます。 

以上が総論で、次から個別的な課題に移りま

す。 

 



5 
 

統治構造改革の課題 

まず 3.(1)「統治構造改革の総括と統治構造

改革 2.0」です。 

個別的課題としてまず取り上げたいこと、あ

るいは取り上げるべきことは、90 年代以降進

められてきた統治構造改革の総括と、それを受

けた今後の対応です。 

最近、『平成デモクラシー史』（ちくま新書）

というすぐれた書物を刊行された清水真人氏

の言葉を借りれば、これは「統治構造改革 2.0」

の問題だということになります。 

ご案内のとおり、90年代から 2000 年代初め

にかけて、政治改革によって衆議院の選挙制度

が中選挙区制から小選挙区制――正確には比

例代表との並立制――に移行し、政党助成制度

の導入がなされ、いわゆる橋本行革により内閣

機能の強化や省庁再編が行われ、さらに国会改

革としても党首討論の導入などがなされまし

た。 

先ほど申しあげたとおり、これらは全て法律

レベルの改革で、憲法典すなわち形式的意味の

憲法に触れるものでは全くなかったのですが、

実質的意味の憲法には大きな変容がみられま

した。 

これらを総称して「90 年代の統治構造改革」

と呼んでいます。この統治構造改革は、小泉内

閣を経て、現在の安倍内閣において大きな威力

を発揮しています。報道では「安倍一強」など

と呼ばれて批判的に論じられることも多いわ

けですが、総理大臣の個人的な資質や思想への

批判とは別に、こうした現状が統治構造改革の

帰結であることを認識し、その意義と課題を総

括する必要があります。 

本格的な総括をここで行う用意はありませ

んが、首相のリーダーシップがある面で――あ

る面でというのはすぐ後ほど申しあげますが

――強化され、その重要政策が迅速に実現され

るようになったことは間違いない。それに伴い、

政策決定に伴う責任の所在も明確になったと

言えます。もちろん、実現した政策に対する評

価は全く別問題ではあります。 

他方で、首相のリーダーシップが真の意味で

強化されたかについては、疑問符もつけること

ができると思います。というのは、現在、閉塞

感の強い日本において政治の役割は、「利益の

配分」から「負担の分かち合い」にシフトして

いますが、そのあらわれとして、消費税の増税

や社会保障の見直しによる財政再建を筆頭と

する不人気な政策に取り組まざるを得ないと

ころに来ているのです。 

しかし、とりわけ現政権が強化されたリーダ

ーシップを用いてこうした課題に正面から取

り組もうとした形跡は、少なくとも一般市民に

は感じられません。むしろ次々にやってくる選

挙を見据えて、目先の支持率維持のための短期

的な政権運営が重視されているようにみえま

す。 

もともと統治構造改革がモデルとしたのは

イギリスの制度ですが、イギリス型の議院内閣

制は、総選挙が政権選択選挙であって、そこで

選択された政権に衆議院議員の任期 4 年の間、

全権委任とまでは言えないかもしれませんが、

大きな権限を与えて政治を担わせ、次の選挙で

その成果に審判を下す、という発想に基づいて

いたものです。 

しかし、日本では、参議院議員選挙の結果、

あるいは、下手をすると一部地方選挙の結果も

政権基盤に影響を与えることになっていて、こ

れをどのように考えるかが問題となります。 

1 つは、統治構造改革のロジックをさらに推

し進めて、憲法改正によって参議院の権限を削

減するなどの形で、イギリス型の制度により近

づけることでしょう。他方、そうすべきでない

とすれば、これまでの統治構造改革の路線自体

を見直す。つまりイギリス型を目指している路

線自体を見直し、より合意に基づく政治を実現

するための制度的環境をつくる改革に路線転

換をすべきことになると思われます。この点が

「総括とその対応」の焦点の１つになると思い

ます。 

他方、いまみたような問題があるとはいって

も首相あるいは内閣のリーダーシップが強化

されたこと自体には間違いはなく、そのために

さまざまな弊害も生まれています。 
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現政権の一つの特徴として、これまでであれ

ばいわば節度を持って用いられていた権限を、

目いっぱい使うということが見受けられます。

これは集団的自衛権の問題しかり、日銀総裁、

ＮＨＫ経営委員、あるいは官僚人事等の人事権

の行使しかりです。 

これによって明らかになったことは、このよ

うな、乱用的とまでは言わないまでも、積極的

な人事権、権限行使に対する制度的な抑制手段

が貧弱であるということです。これまでは、政

権側が節度を持って権限を行使する中で曖昧

にやってきたということだと思います。 

そこで、冒頭に申しあげたように、「統治構

造改革 2.0」の重要課題には、ブレーキをどの

ようにきかせていくかということも含まれる

と思います。この点については以下でも個別に

幾つか触れたいと思います。 

 

国会の機能を抜本的に議論すべき 

次に、3.「個別的課題」(2)、国会改革の重

要性です。 

90 年代以降、さきに申しあげたとおり、政

府や行政各部にかかわる統治構造改革や地方

分権改革、司法改革などが相次いでなされまし

たが、国会は本格的な改革の対象になっていま

せん。それどころか、投票価値の平等（一票の

格差）の問題で、最高裁から再三宿題を出され

ていますが、それをこなすのに四苦八苦してい

るのが現状です。 

しかし、憲法 41条が国権の最高機関と定め、

43 条 1 項で全国民の代表である議員で構成さ

れるとされ、民主的な要素を代表する国会につ

いては、もっと抜本的な議論が必要であると思

われます。 

国会に期待される役割をここでは 3 点に分

けて整理したいと思います。 

第 1は立法機能で、主に政府が提出する法案

についてその内容を政府にしっかりと説明さ

せ、問題点を十分吟味したうえで必要に応じて

修正を行うことが求められます。 

第 2は政府統制機能で、内閣あるいは内閣を

通じて行政全般について、違法または不当な行

いがないかしっかりチェックし、必要に応じて

制度改革につなげていく働きです。 

第 3は、多様な民意を反映する機能です。 

以下では、この 3つに即して簡単に述べたい

と思います。 

なお、これらの多くはすでに憲法や議会制度

の専門家によって指摘されるところで、特段目

新しいことではありません。 

第 1 の「立法機能」。いろいろありますが、

ここでは 1点、立法手続の不十分さについて言

及させていただきます。 

現在の法案審議というのは、質問者が、言っ

てみれば随時思いついた質問をするものです

が、諸外国では、逐条審議といって、条文ごと

にその趣旨を明確にし、修正案も条文ごとに出

されることで、秩序立った審議が行われます。

これに加えて、例えば私が若干知っているフラ

ンスの例で言うと、法案ごとに議員の中から報

告者が任命され、その報告者が当該法案の立法

事実や問題点を専門家にヒアリングすること

なども含めて、調査をしたうえで報告書にまと

め、その報告書をもとに委員会で議論がなされ

るということが行われています。 

これと比較すると、日本の法案審議の手続に

ついては改善点が多々あるように思われます。

日本でも委員会報告というのがありますが、こ

れはごく短いもので、よく注意してみていなけ

れば存在すらよくわからないものであろうと

思います。 

よって改善点は多々あると思いますが、さき

にも触れました自民党の事前審査との兼ね合

いもありますので、これらとセットで議論すべ

きことだろうと思います。 

もう一つついでに申しあげると、予算案の審

議も同様で、日本では予算委員会で予算案を審

議しないという顕著な特徴がありますが、こう

したあり方を当然と考えるべきではないと思

います。 

次に、「政府統制機能」。これも多々あります

が、国政調査権について簡単に触れたいと思い

ます。 



7 
 

国政調査権は憲法 62 条に条文がありますが、

機能との関係では主として政府統制機能とか

かわる手段だと思います。政府統制機能という

のは、性質上、主として野党の会派が担い手に

なりますが、例えば証人喚問を行うには議院の

決定が必要であるので、与党会派の同意がなけ

れば発動することはできません。これは政府統

制機能の趣旨と整合しないもので、少なくとも

主要な野党会派が要求すれば発動できるよう

に改めるべきではないかと思われます。この点

は、必要であれば憲法典に条文を設けてもよい

のではないかと思われます。 

なお、いま「証人喚問」という言葉を出しま

したが、現在の証人喚問は政治的なパフォーマ

ンスとして行われますが、本来は、不祥事の調

査であれば、その事実関係を調査したうえで問

題点を指摘し、必要に応じて制度改革の提案を

行うなどした報告書を作成し、公表する必要の

あるもので、この意味でも現在の国政調査のあ

り方には大きな問題があると言わざるを得ま

せん。 

最後に、3番目に、多様な民意の反映機能を

挙げています。これについては若干説明が必要

かもしれません。法案の可決というのは多数決

で行われますので、国会審議の出口をみると、

数が必要です。 

ただ、ここで問題としているのは、そういう

意味での主流派の民意、多数派の民意ではなく、

「多様な」というところにポイントがあります。

多様な民意の反映。つまり、少なくとも短期的

には法律という形に結実することはないかも

しれないが、社会の中に存在する少数派の意見

を国会という場にインプットして問題提起す

るということ自体の重要性があると思います。 

現在でも、議員立法や質問の形でこうしたこ

とはなされていると思いますが、何らかの形で

こうした機能を強化する必要があるのではな

いかと思われます。これはまた後ほど別の形で

お話しします。 

 

独立機関の中長期的・専門的な任務の重要性 

次に 3.(3)、「独立機関の役割の立て直し」

です。 

独立機関とは、この場では特に、違憲審査や

行政訴訟を担当する裁判所、あるいは中央銀行

や公共放送を念頭に置いていますが、そのほか、

会計検査院、公正取引委員会、原子力規制委員

会その他の独立行政委員会と呼ばれるものも

含まれます。 

さらにもっと広く捉えると、官僚機構も専門

性と自律性を一定程度持っていて、ここで述べ

ることがある程度当てはまりますが、話が複雑

になるので、官僚についてはそれ以上触れない

ことにして、いま述べたような典型的な独立機

関を念頭に置きたいと思います。 

これらの独立機関、つまり裁判所、中央銀行、

公共放送といった機関の性格はさまざまです。

裁判所は三権の一翼である一方、公共放送はそ

もそも国家機関ですらありません。しかし、こ

れらは国政において専門性・合理性の観点から

大きな役割を果たし、また民主的な要素を持つ

国会や内閣から独立しているという共通点を

持っています。統治機構をマクロな観点から考

察する場合、これらを横串的に捉える視点は重

要ではないかと思われます。 

これらの独立機関の任務、役割は憲法で定義

される場合もあります。裁判所や会計検査院が

憲法に定めのあるものですが、多くは法律によ

って定められています。法律で定められるとい

うことは、民主的な機関である国会によって役

割が与えられているということです。また、詳

細はそれぞれ異なりますが、これらの機関の人

事や予算も国会や内閣によって定められます。

したがって、独立機関も民主的な要素と全く無

関係ではありません。 

そこで重要になるのは、短期的な民意と中長

期的な民意の区別です。つまり、民主的な機関

である国会や内閣によって中長期的に与えら

れた任務や役割を、短期的な民意とは距離を置

いて、独立性、専門性を持って遂行するのが独

立機関ということになります。見方を変えると、

国会等の民主的な機関は短期的な民意に委ね

ていたのではうまくいかないような事柄を独

立機関に委ねるという、民主的な決定を行うこ
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とになります。 

ちょっと抽象的な話になってしまいました

が、例えば公共放送を設置するか否か、設置す

るとして幾つのチャンネルを委ねるのか、報道

に特化させるのか、あるいは文化に寄与するよ

うな番組も放送させるのかという事柄は、法律

によって、あるいは法律の委任を受けた下位規

範によって定められています。他方で、個別の

放送の番組内容については民主的な機関は原

則として介入せず、公共放送自体の判断に委ね

ている。これは、そうすることが民主主義や文

化の発展といった中長期的な目的にかなって

いる、ということによるものです。 

なお、今回はこれ以上立ち入りませんが、民

主的決定に短期的な決定と中長期的な決定が

あるという視点は、統治機構を考える場合にほ

かのところでも重要な視点の一つになると思

います。 

独立機関の話に戻ります。国政との関係では、

これらは推進力になったり統制力になったり

もしますが、例えば、最高裁が違憲判決を出し

たり、報道を担う公共放送が政府監視の機能を

果たしたり、あるいは、中央銀行が政府の経済

政策に反して金融緩和に慎重姿勢を維持した

りすることを考えれば、統制力として機能する

場合が多いだろうと思います。 

独立機関の統制力の発揮は、民主的な機関に

対して乗り越えることのできないハードルを

設定するものではありません。独立機関の決定

がどうしても承服できない場合には、それを乗

り越えるために法律を改正したり、人事を入れ

かえたりできます。むしろ、独立機関の統制は、

中長期的、専門的な観点から、反省の機会を提

供する意味を持ち、その意味で民主主義にとっ

て重要な意味を有すると思われます。 

 

独立機関の役割の見直しが不可欠 

若干説明が長くなってしまいましたが、現在

の日本、あるいは戦後ずっとそうだったとも言

えますが、日本では、独立機関の役割が十分に

認識されてきたとは言いがたいと思われます。

戦後ずっとそうだったということでいうと、最

も象徴的なのは最高裁の違憲審査権の行使の

あり方で、ご案内のとおり、最高裁が法律を違

憲としたのはこれまで 10 件ほどにとどまって

います。 

これは他国の違憲審査を行う機関と比べて

圧倒的に少ないのです。その理由として、日本

では内閣法制局が事前に綿密なチェックをし

ているので、そもそも違憲の疑いのある法律が

少ないという説明がよくなされます。確かに事

実ではあると思います。しかし、ここまで極端

に違憲判断が少ないことを本当にそれで説明

し切れるかは疑問で、やはり違憲審査に過度に

消極的であると言わざるを得ないと思われま

す。したがって改革の必要があると考えるのが

素直ではないかと思われます。 

より直近の話でいうと、現政権では、独立機

関の人事が戦略的に行われてきました。日銀総

裁人事しかり、ＮＨＫの経営委員の人事しかり

です。 

先ほども申しあげたとおり、こうした人事権

行使のあり方は歴代政権の持っていた節度の

範囲を逸脱することは確かであるが、現行法上

違法ではない。つまり、このような人事権行使

のあり方が問題だということであれば、制度的

な手当てが必要ということになります。 

ＮＨＫについていえば、ＮＨＫの予算とか事

業計画は毎年、総務大臣を経て国会の承認を得

なければならないことになっていますが、この

制度がＮＨＫの政治に対する独立性を弱めて

いることは明らかで、改革の緊急性が高いので

はないかと思います。 

さらに、日本では独立機関に委ねることさえ

されていないが、国際的には独立機関に委ねる

ことが一般的になってきている任務や事柄も

存在します。 

古くから、放送への監督が独立してなされる

べきではないかと言われていますが、最近では、

独立財政機関を設置する先進国が増加してい

ると言われています。 

この独立財政機関というのは、政治とは独立

の立場で、予算の前提となる、経済見通し、中

長期の財政推計、財政政策にかかわる政策評価
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などを行うものです。予算や社会保障について

はその前提となる経済・財政予測が不可欠です

が、これを政治に委ねると現実離れした甘いシ

ナリオが前提とされがちであることは、日本で

も感じられているところです。 

このほか、私人の間も含む人権侵害に対して

独立の立場から救済を与える人権擁護機関も

すでに国際標準となりつつありますが、日本で

は、法案は出されているものの実現はしていま

せん。 

要するに、独立機関は民主主義に反するとい

う単純な見方がされがちですが、短期的な民意

の行き過ぎを抑え、中長期的な民意に基づき、

専門的、独立の判断を行う独立機関がしっかり

機能することは、統治機構にとって必要不可欠

なことです。 

こうした視点から既存の独立機関の人事、権

限、予算にかかわる制度を見直すことも極めて

重要だということも強調しておきたいと思い

ます。場合によっては、憲法上の機関としての

地位を付与することも考慮されてよいのでは

ないかと思われます。 

 

問題提起を国政の場に伝達するルートが細い 

最後に 3.(4)「社会における問題提起に応答

する仕組み」です。組織されていない民意を国

政の場に伝達する仕組みの重要性です。 

日本では、「政官業の癒着」という言葉に象

徴されるように、業界団体などを通じて組織さ

れた意見・利益を国政に反映することは非常に

強くなされますが、組織されず、ばらばらの少

数者の意見が国政に反映されることは難しか

ったように思います。このことは諸外国でも大

なり小なり同様だとは思いますが、日本の場合

はこれが極端ではないかと思います。 

端的にいえば、票にならない利益はかなり大

胆に無視されてきたように思われます。このこ

とは、とりわけ少数者の権利保障において日本

の政策が他国よりも大きく遅れる原因になっ

ていると思います。伝統的には、非嫡出子の権

利や、被差別部落出身者、在日コリアン等の問

題がありますが、近年では、ＬＧＢＴ等の性的

なマイノリティー、直近ではセクハラといった

一連の問題があります。 

こうした領域において政策的対応を促すル

ートとしては、訴訟を提起して、まずは裁判所

によって個別的な救済を獲得し、それを契機に

立法につなげるという司法ルートのほか、省庁

に問題を認知してもらって、内閣提出法案につ

なげるルート、あるいは政党に持っていって議

員立法で実現するといったルートがあります。 

これらのルートはそれぞれ一定の成果を残

してきてはいますが、全体として諸外国と同様

の水準の立法政策が整備されているとは言い

がたいと思われます。事例を挙げると枚挙にい

とまがないのですが、例えば非嫡出子の差別が

制度上是正されたのは先進国ではほぼ最後で、

夫婦別姓が認められていない国も、いまでは非

常に少なくなっている。先進国では近年、同性

婚を認める立法が急速に広まっているが、日本

ではその前の段階であるパートナーシップ制

度すら実現していない。差別一般についても、

包括的な差別禁止法を制定する国が多い中で、

日本ではそうした動きも鈍い。 

このようにみると、個別の分野で日本の取り

組みが遅れているという批判をするだけでは

不十分で、このような結果をもたらす統治構造

上の問題があるのではないかという観点から

考察を行う必要性が感じられます。 

この点について、マイノリティーの当事者で

あれ、専門家の意見であれ、市民社会の中で行

われる問題提起を国政の場に伝達するルート

が細いのではないかという疑問があります。 

票になる要望は国会議員が敏感に国政の場

に持っていきますが、そうでないものについて

は置き去りになっているのではないか。署名運

動を経て請願がなされたり、ごく一部の議員が

国会での質問や議員立法を通じて問題提起を

したりすることもありますが、それ以上の広が

りを得ることができていないのではないでし

ょうか。 

もちろん、最終的に立法に結びつけるために

は多数派の民意の理解が必要ですが、その前提

として、多数派に問題の所在を理解してもらう
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ような仕掛けをつくることが必要ではないか

と思います。 

 

民主主義の基本的な仕組みを憲法典に盛り込む 

最近では、署名サイトの代表的なものとして

「Change.org」があります。こうした署名サイ

ト、キャンペーンサイトが活発に利用され、そ

の機能を一定程度果たしていますが、諸外国で

は類似の仕組みを公式の制度として導入して

いるところがあります。 

スライドにありますのはアメリカのホワイ

トハウスのウエブサイトからお借りしてきた

画像ですが、アメリカのホワイトハウスでは専

用のサイトで誰でも請願のテーマ設定を行う

ことができ、ネット上に 30 日間で 10 万筆集め

ればホワイトハウスの公式かつ公開の回答が

得られるという制度を運用しています。 

こちらのスライドが日本海の名称について

の問題提起で、この枠の中に回答が出ています。 

これは一例ですが、このような形で、テーマ

設定から署名集めまでの全過程が公開で行わ

れ、さらにホワイトハウスの回答も公開される

ので、回答がどのようなものであっても世論の

注目を集めやすい。問題提起の機能があると思

われます。直ちに改革にはつながらなくても、

問題の所在が認知され、改革のきっかけとなる

可能性があると思われます。 

このような業界団体のような形で組織化さ

れていない意見について国政の場に伝えられ

て、国政上の課題として認知される可能性を提

供する制度を設けることは非常に重要である

ように思います。 

日本国憲法をみると、16 条で請願権が保障

されており、これを受けて請願法という法律も

あります。それによれば、請願を受けた官公署

はこれを受理し、誠実に処理をしなければなら

ないとされていますが、回答を義務づけるとい

ったことはありません。その結果、実情として

は、請願にどのような効果があるのかははっき

りしない状況です。請願は未組織の民意を国政

の場に伝える手段として非常に重要な方法で、

例えば請願法を改正して、いま紹介したアメリ

カのような制度を導入することは十分可能で

あるはずで、実現が期待されるところです。 

このほか、地方自治法では条例の制定・改廃

請求の制度として導入されている住民発案（イ

ニシアティブ」と呼ばれる制度についても、同

様の問題提起の機能が期待され、これを国政に

導入することも検討に値すると思われます。 

これらについては、もちろん法律で制度設計

することは可能であり必要ですが、民主主義の

基本的な構造にかかわる制度なので、憲法典に

盛り込むことも考えられます。 

ところで、いまこの項目で検討した課題は、

「国政の場における問題提起の制度化の問題」

という言い方もできるかと思います。 

こうした角度で問題を定式化してみると、い

まのところ、日本の統治機構には、マイノリテ

ィー当事者にせよ、専門家の意見にせよ、全体

としてそれぞれの政策領域の担当者の外にい

るアウトサイダーが政策的な問題提起を行う

機会が少ないように思われます。 

この観点からは、国会改革のところで述べま

した野党会派による国政調査権行使による問

題提起や、裁判所の積極的な判断による問題提

起の重要性が改めて認識されるところです。 

繰り返しですが、こうした問題提起は、それ

自体は一部の者の意見であり、直ちに立法に結

びつくわけではありませんが、問題提起を契機

に、問題が多数派に認知されて理解が広がり、

最終的に立法に結びつく可能性もあるだろう

と思います。こうした問題提起は現にマスメデ

ィアやネット上で行われていますが、国政の場

の一部にそのための制度を用意することによ

ってこのような可能性を統治機構に組み込む

ことが重要ではないかと指摘したいと思いま

す。そこでのポイントは、「応答義務」と「公

開性」ということになると思います。 

 

おわりに 

おわりに、これまでのポイントを 5つ確認し

ます。 

まず、第 1に、統治機構のエンジンとブレー
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キ、推進力と統制力のメリハリと最適配置が必

要だということです。 

今日では、推進力、エンジンについては参議

院の位置づけの問題等があり、ブレーキの再調

整については、国会改革とか、あるいは司法等

の独立機関の強化等、多くの課題があると思い

ます。 

第 2に、民主的な要素と専門合理的な要素と

のバランスが重要だということです。今日では、

専門合理的な要素を担う独立機関の意義を強

調し、認識し、その本来の役割を果たせるよう

な制度を整備すべきであろうと思います。 

第 3に、問題提起の制度化が重要ということ

です。これは最後に述べた点です。その実現の

ためには、司法や国会の統制機能の強化という

方法もありますが、請願権や国民発案といった

市民が利用できる手段について目を向ける必

要もまたあるということになります。 

あまり触れなかった点ですが、前提として、

情報公開が重要であることは言うまでもあり

ません。 

第 4に、政権交代の重要性。これも言うまで

もないことです。 

最後は、憲法典の改正との関係です。今回の

話は実質的意味の憲法が対象であり、憲法典で

はなくて法律の制定、改正で足りる事柄がほと

んどであると思われます。ただし、法律で対応

可能な事柄についても基本的な仕組みにかか

わる部分については憲法典で定めておくほう

が望ましいものもあると思います。その意味で

は、法律で対応可能であるから憲法改正の必要

はないとよく言われる説明は必ずしも絶対的

なものではないと思います。 

私からは以上です。ご清聴ありがとうござい

ました。 

 

◆ 質 疑 応 答 ◆  

 

司会 ありがとうございました。独立機関や

問題提起の制度化、少数意見をどうくみ上げて

いくのかという、ふだんわれわれが目配りでき

ないような観点からの統治機構の話もご指摘

いただきました。 

最初に私から1問、2問、お聞かせください。 

幅広いお話を聞いた上で直近の現状の話を

お聞きするのは俗物的なことになってしまう

のですが、清水真人さんの本『平成デモクラシ

ー史』も取り上げて、統治機構改革の総括の必

要性に触れられています。いままさに森友問題

が起きていて、行政が立法府に対して虚偽の文

書を情報提供しているという関係が起きてい

る。これが行政府、内閣が強くなり過ぎた結果

なのかを含めて、現状に対して先生なりの総括、

ご感想があったらお聞かせいただけますか。 

曽我部  ありがとうございます。いま起きて

いる問題の真相がよくわからないので何とも

申しあげにくいのですが、一つは政と官の関係

が非常に大きく変わって、かつては官優位であ

った――これは諸説あったわけですが、多数説

としては官が非常に優位であるという見方が

されていたのが、現在、政治が非常に優位にな

って、バランスが大きく変わってきていること

は間違いないと思います。本来、民主主義の観

点から言うと政治が優位に立つのがあるべき

論ですので、それ自体としては問題ではないと

思いますが、現在のところ、そのような問題の

本筋というよりはある種の病理があらわれて

いる。政治と官僚がとても狭い二者関係の中で

非常に窮屈な関係になってしまっている側面

があらわれていると思います。きょうの話で言

えば、第三者、とりわけ国会等が介入して、あ

るべき姿に向けていろいろな対応を考え、中長

期的には是正されていくべき話だろうと思い

ます。 

ただ、別の観点では、今回のような問題は非

常に大きな問題ではありますが、これが表に出

たのは、90 年代以降のいろいろな制度改革の

成果で、情報公開が大きく進んだことがありま

す。情報公開制度や公文書管理制度が存在しな

ければ今回のような問題はそもそも発覚しな

いので、その意味では、いろいろな制度改革の

効果があらわれてきて、いままで葬られてきた

ものが国民の目の前で可視化されている。そこ

までは来ているので、このあらわれた問題をど
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う処理するのかが今後の問題だと思います。 

 

司会 もう一問、きょうは触れられませんで

したが、解散権の制約の話で、スライドの３．

（１）に、「次々とやってくる選挙を見据えて、

短期的な政権運営が重視されている」とありま

す。解散権を持っている側が短期的な政権運営

をやっている側面もあると思いますが、立憲民

主党などが解散権の制約ということを憲法改

正の議論の中で提起しようとしています。この

解散権の制約について、先生はどのようにお考

えですか。 

曽我部 これは本来、多角的に考えるべきこ

となのだろうと思うのですが、大きなことでい

うと、解散権が自由に行使できる、つまり、与

党側の都合のいい時期に解散できることを正

当化する理由は全く見当たらないと思います。

したがって、何らかの制約は必要だろうと思い

ます。 

実際に、国際比較すると、解散権が自由に行

使できている国は現状ほとんどないので、その

観点からもあまり説得力のない仕組みになっ

ていると思います。 

ただ、どんな仕組みでもそれを変えてしまう

と何らかの弊害があり得るところで、解散権は

野党の牽制にもなりますが、与党の牽制にもな

り、与党と政府、あるいは官邸とのバランスに

も影響を及ぼす可能性がある点は考慮が必要

かもしれません。ただ、大きなことで言うと、

先ほど申しあげたとおり、あまり正当化できる

理由はないのではないかと考えています。 

 

司会 ありがとうございました。それでは会

場の皆さんから質問を受けたいと思います。 

 

質問 先ほど、国会は憲法 41 条の国権の最

高機関であることに触れられましたが、先生の

立場はどうでしょうか。つまり、一般的に法律

業界の通説では政治的美称主義と言われてい

ますよね。かみ砕いて言うと、こういうふうに

書いてあるけど実はそうじゃないというのが

本音です。ほかの説もあるわけですが、日本の

業界では政治的美称主義が通説であって、特に

役人たちは完全にそうです。与党側、保守政党

の国会議員も完全にそうだし、野党議員は場合

によって使い分けているようなところがある

とは思いますが、曽我部さんのお考えはいかが

でしょうか。美称主義でいいのでしょうか。 

曽我部 ありがとうございます。専門的なご

質問ですが、「美称」という言葉にどのような

ニュアンスを見出すかによって大分受けとめ

方が違うんだなと、いまお聞きしながら思いま

した。 

いまのご質問は、「美称」というのはある種

の棚上げ論であって、実権がない、単なる飾り

物であるというニュアンスで捉えておられる

という印象を受けましたが、学説で言っている

美称説はそこまでのニュアンスはなく、要は

41 条で国会が国権の最高機関であること自体

から何か特別の権限が出てくるわけではなく、

法的に効果のある概念ではないという意味で

美称説なのだろうと思います。 

国権の最高機関というのは、結局、国会が立

法権を持っていることや、国民に直接選ばれて

いる唯一の機関であることから、非常に地位の

高いものであるという、国会の持っているさま

ざまな重要な権限に着目して、そういう権限を

有している国会が非常に高い地位にあること

を端的にあらわす形容詞として「唯一の国権の

最高機関」と言っている――そういう意味では

美称説なのですが、それほど軽いものとして扱

うようなニュアンスは込めていないので、その

意味では「美称説」というネーミングを考え直

す必要があるのかもしれないと思いました。 

 

質問 現政権では独立機関の人事が戦略的

に使われているということですが、フランスを

みていると、独立機関の地位が高く、ポピュリ

ズムに対する歯どめとしておそらくとてもよ

く機能しそうな気がするので、どうしてあのよ

うなことができて、日本のどこにその弱点があ

るのか。 

おもしろかったのは、フランス国立行政学院

（エナ）では卒業のときに 1番から順番にどこ
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に行くかを選ぶのですが、大体 3つから選ぶと

いいます。会計検査院と、コンセイユ・デタと、

もう一つどこか覚えていませんが、すでに社会

的に、独立機関、検査する機関が一番尊敬され

るというのがあるのか。そこに入ると、憲法裁

判所なんかは元大統領など非常に尊敬されて

いる人たちがいる。誰からも尊敬される知識人

の存在が権威をつくってきたのか。何が原因で

何が結果かよくわかりませんが、日本とのコン

トラストが非常に大きいので、どこを学ぶこと

ができるのか、それとも全く社会的な基盤が違

うので、まねすることは不可能なのか、いかが

でしょうか。 

曽我部 ありがとうございます。そこは大変

難しいところで、独立機関を強化すべきだと言

うのは簡単ですが、何をどうすれば強化される

のかは大変難しいところです。いまご紹介いた

だいたようなフランスのことでいうと、おそら

く一つは歴史的なものがあって、コンセイユ・

デタは 200 年ぐらいの歴史がありますので、歴

史的な重みもあります。エナの優秀層がそこを

志望するのは、尊敬されている機関だから志望

するのか、志望するから尊敬されるのかよくわ

からないところがあります。 

各国で機能している強い独立機関がなぜ強

いのかについてはもう少し考察が必要だと思

いますが、歴史的なリソースを持っていること

や、国民から非常に信頼されているということ

も当然あると思います。 

韓国の憲法裁判所は非常に強い憲法裁判所

として有名ですが、それは国民から信頼されて

いるのだろうと思います。これはドイツもそう

です。究極的には民主主義社会ですので、独立

機関といえども国民の信頼が大変重要になり

ます。 

どういう形にすれば国民の信頼を得られる

ようになるのかは考えていかなければいけな

いと思いますが、それはこれからの話というこ

とになると思います。 

 

質問 エリート官僚や法律の専門家に「日本

でもああいうのを取り入れたらどうか」と言う

と、「日本では絶対うまくいかない」というの

がほとんど一致した答えで、必ず現状のような

ことになって、むしろ権力を強化することにな

ってしまうわけですが、先生としてはどうでし

ょう。日本には向いていない、独立機関という

のは将来も可能性がないとお考えでしょうか。 

曽我部 私はなるべく日本特殊論はしたく

ありません。人間の行動原理というのは、マク

ロでいうと国によってそんなに違うはずはな

いので、あまり日本特殊論を前面に出すべきで

はなく、独立機関がうまくいかないのであれば

そこに何か制度的な背景があるはずだと考え

ています。ですから、そこも含めてよく考察を

しなければいけない。独立機関自体はやはり必

要なものだと思いますので、それをしっかり機

能させるためにはどうすればいいのかという

方向にむしろ知恵を使うべきではないかと思

います。 

 

質問 解散権の制約の話が先ほど出ました

ので、2 つ尋ねます。1 つは憲法的な話ではな

いのですが、いま諸外国を見渡すと、例えばロ

シアや中国といった国々がすばらしいと思う

かどうかはまた別にして、非常に長期的な、あ

る意味で強権的な政権が出ている中で、民主的

な国家が頻繁に政権交代を起こすことは国家

間競争の点で有利なのかという点。 

もう 1つは憲法的な話です。解散権が自由に

行使できる国はいま確かに少ないのかもしれ

ませんが、それによって民主的なコントロール、

例えば議員に対して常にいつ選挙が行われる

かわからないということで、民意を小刻みにリ

アルタイムで把握して、それを国政に生かそう

とするという視点もあり得るのではないかと

思います。これについてどのようにお考えでし

ょうか。 

曽我部 重要なご指摘をありがとうござい

ました。 

1 点目は、自由民主主義といいますか、立憲

主義といいますか、そういう考え方の普遍性と

の関連で、近年、私も個人的に考えるところが

あります。自由民主主義や立憲主義はしばしば
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普遍的な原理であると言いますが、もちろん冷

戦下ではそうではなかった。冷戦崩壊後、歴史

の終わりという話もありましたが、それが本当

に普遍的なものになっていくという見方もあ

ったものの、実際にはそうではなく、非常に強

権的、権威主義的な国家が世界で強くなってき

ています。 

これを世界規模の視点でどう考えるかとい

うこととかかわると思います。私は、立憲主義、

民主主義、自由主義というのは非常に重要な原

理であると思いますので、これはフィクション

ではありますが、普遍性はあると考えるべきだ

と思うわけです。 

他方で、リアルな話をすれば、国家としての

パフォーマンスは権威主義体制のほうがある

という見方もあるとは思いますが、そこはやは

り一線を画すべきで、われわれとして立憲主義、

民主主義、自由主義といったものを放棄するわ

けには当然いかない。冒頭申しあげた推進力と

統制力、民主主義的な要素と専門合理的な要素

という組み合わせの中で、立憲主義、民主主義、

自由主義といったものを堅持すべきだと思い

ます。 

その範囲でリーダーシップを強化する方法

をずっととってきたわけで、それはそれで正し

かったと思いますので、これからいろいろ制度

的な展開があるにしてもそこは維持すべきだ

と私は考えています。以上が 1点目です。2点

目は、確かに最近ある議員の方とお話ししたと

きも同じことを言われて、いつ選挙があるとも

わからないので、地元の集まりにも一生懸命出

るとおっしゃっていました。ただ、政権交代が

あるということはまさにそういうことですよ

ね。いつ政権を失うかわからないという緊張感

があるはずで、そこは別の形で、緊張感を生み

出す仕組みが政権交代が可能な仕組みなので

はないかと思いますので、解散権を制約すると

直ちに緊張感が失われるということにはなら

ないのではないかと思います。 

 

質問  統治機構は民意によって支えられて

いるという点を考えると、選挙制度というもの

をどう考えるかという話が必要だと思います。

お勧めの選挙制度があれば教えてください。憲

法の観点からいうと、選挙制度を憲法にどこま

で書くのか。何でもかんでもがんじがらめにし

ておくのがよいのか、その時々、与野党の話し

合いで選挙ごとに制度を変えてしまってもい

いのか。民意を柔軟に正確にすくうには、どの

ような仕組みや、仕組みの手前の決め方のルー

ルみたいなものをつくっておくのがよいとお

考えでしょうか。 

曽我部 ありがとうございます。大変難しい

問題で、例えば、憲法に小選挙区制や比例代表

と書くのは確かに得策ではないと思います。た

だし、例えば議院内閣制を前提とするとすれば、

議院内閣制にもタイプがありますので、こうい

うタイプの議院内閣制をとるのであればこう

いう選挙制度が適合的であるというようなこ

とは言えると思いますので、そこはある種、解

釈の世界になってくると思います。 

現状、議院内閣制のモデルとしては、イギリ

ス型のモデルがあり、他方で連立政権を中心と

する合意型のモデルがあります。イギリス型で

あれば小選挙区制が整合的であるということ

は一般に言われますが、日本国憲法の場合に、

どちらのタイプの議院内閣制を想定している

のかは、まさに解釈上も争われてきたところで

す。結局はそれ自体も憲法では確定していない

と言わざるを得ず、制度的な選択に委ねられる

ことになっていると思います。 

解釈上は、強いて言うとイギリス型のモデル

がなじんでいないのではないかという解釈の

ほうが、説得力がある面もありますが、基本的

には両方、制度的には選択可能で、そこはパッ

ケージとして、憲法より下のところで選択して

いくということだと思います。したがって、も

し憲法上、議院内閣制の型まで特定しようとい

うことであれば、そのような憲法改正をすると

いうことはあり得るとは思いますが、そうする

と、おのずと選挙制度の大きな方向性も固まっ

てくるという関係にあると思います。 

したがって、いまの憲法を前提とするとその

辺は全く特定されておらず、個人の選挙権の観

点から一定の原則が要求されるにとどまって
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いるという理解になると思います。 

また、一票の格差については、いま 14 条の

一般的な平等権に基づいて 1 票の平等を求め

ていますが、それに基づく最高裁の解釈は、か

なりの格差――衆議院は 2倍、参議院は 3倍程

度も許容していますので、それが不十分だとい

うことであれば、1票の格差についてより厳格

な内容を求める条文を置くことは選択肢とし

てはあるかもしれないと思いますが、そうでな

い限りは、14 条でよいということになると思

います。 

 

質問 欲張って 3 つ質問させていただきま

す。1つ目は、統治機構のいまの構造で、一強

状態であることは皆さん同じ認識だと思いま

す。その一強の制度的な原因がどこにあるのか

といったときに、90 年代のいろいろな改革が

幾つかあったと思いますが、その中で一番重い

のは選挙制度改革ではないかと思います。でも、

これも、1996 年に改革された後もう 20年たっ

ている中で、いまに至って急に強くなったのか。

あるいは別の原因で一強状態がいま構成され

ているのか。選挙制度改革がどこまでいまの一

強状態を支えているのかという観点をお聞き

したいのと、その一強も、おっしゃるように世

界と競争するためには、民主立憲主義の中での

強さも必要だと思いますが、踏み外す危険もあ

ると思います。いまの森友問題というのはまさ

にそれに入っていると思うのですが、その一強

のあり方の振る舞いの限界点みたいなものを

どう統治機構のあり方としてお考えになるの

かがまず第 1点です。 

2 つ目は、大事なところに政権交代を無条件

に入れていらっしゃいます。やはり僕らもこの

20 年、具体的に、細川政権、それから民主党

政権、また自民党に戻るということを経験し、

その経験則から言っても、やはり政権交代は統

治機構の一つの刷新にとっては非常に重要な

ものだという趣旨だと思うのですが、われわれ

はもう幻滅しているところもあります。その辺

をもう少し、あの失敗の原因の中でもこういっ

たものが統治機構の一つの行き方としてのプ

ラスにあったのだということがもしあれば教

えていただきたい。 

3 つ目は、いま現実の憲法議論の中で統治機

構の議論をしているのは、専ら維新の党。衆参

の権限の問題、国、地方の問題について具体的

な議論が行われているのに対して、先生のきょ

うの一つの整理の見地からすると、いま行われ

ている統治機構の議論がどうみえているのか

をお聞かせください。 

曽我部 ありがとうございます。1 点目は、

一強の話ですが、政権が強いというときに、一

つは官僚に対して、官僚との関係、それから野

党との関係、与党との関係、それぞれあると思

いますが、それぞれの関係の中でどのような制

度が効くのかはそれぞれ違うのだと思います。 

与党との関係でいうと、政党助成制度は大き

いと思いますし、官僚との関係でいうと、官邸

の機構が強化されたこととか、直近でいうと人

事局の話もあり、制度的要因としては様々ある

と思います。 

人的に言っても、新しい制度的環境への習熟、

経験知の蓄積というところがあって、いまの政

権は、2回目ということもあって非常に学習能

力が高いように思いますので、うまく使いこな

しているところはあると思います。解散権を小

刻みに使うというのも、ある種のリアリズムだ

と思います。 

このように、あるカードをうまく使って一強

を演出しているということだと思います。それ

がもちろん、いい面もあるわけです。かつては、

結局、派閥の潰し合いで、やるべき改革もでき

ないということがありましたが、それができる

ようになったのは意義として評価すべきだと

思います。しかし、これは、本編でも申しあげ

たとおり、統制機能が置いてきぼりになってい

て、アンバランスになっているということです。 

今回の森友問題も私が思うのは、もちろん、

いわゆる「忖度」で政官関係がおかしくなって

いるという話もあるかもしれませんが、これを

きちんとチェックできるかどうかが一つ重要

な課題です。いままで現政権の問題としてはい

ろいろなところで非常に不誠実な答弁をして

きたわけですが、それが全部通っているという
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ところに国会の弱さがあらわれていると思い

ますので、これをどう改めていくのかが、現状、

重要な課題ではないかと思います。以上が 1

点目です。 

2 点目は、政権交代。やはり政権交代は重要

で、政策が根本的に変わらなくとも、人が入れ

かわるということだけで大きく変わることも

あると思います。政権が変われば、任命される

最高裁判事も変わるはずで、そうすると独立機

関の活性化にもつながります。政官関係も、ず

っと与党であると思うからこそできる政官関

係もあるわけで、政権が変わることによって政

官関係のあり方も変わるはずです。したがって

政策自体はそんなに大きく変わる必要はあり

ませんが、人が入れかわることの重要性はやは

りあって、そういう意味では政権交代というの

は――もちろん、いままであまりいい政権交代

を経ていないのは事実かもしれませんが、なお

重要だということを改めて申しあげたいとい

うのが今回の趣旨です。 

3 点目は、地方分権の話が今回特に落ちてい

ると思いますが、地方分権が非常に重要なこと

は間違いありません。あまりに盛りだくさん過

ぎるので入れていないということですが、地方

分権の制度は非常に重要で、地方分権について

は 90 年代以降ずっと着実に進展してきていて、

現在、知事の発言力が非常に強くなっているの

は地方分権改革の成果だと思いますので、これ

は比較的うまくいっている改革ではないかと

思います。 

ただ、例えば地方自治法によると、地方自治

体の組織は一律に決まっていて、それぞれ選択

ができないとか、むしろ地方分権が法律上進め

られてきた結果、その限界がみえてきていると

いう側面もありますので、その辺はやはり憲法

問題として考えていく必要は出てきていると

思います。 

その意味では、維新の党が言っている問題は

重要だと思いますが、きょうお話ししたことは、

いまの憲法改正について何か言いたいわけで

はなく、むしろ中長期的な視点をある程度パッ

ケージ的に示したいという趣旨が強いので、特

に維新の党の考えについて何かということは

きょうの話では含まれていないということに

なります。 

 

質問  市民社会の中で行われる問題提起を

国政の場に伝達するルートが細いのではない

かというときに、その例として、例えば夫婦別

姓の問題や、同性婚の問題について日本の取り

組みは国際的にみても非常に遅れていて、こう

した結果をもたらす統治機構の問題があるの

ではないかとおっしゃいましたが、具体的に、

どのような問題があって、何が阻んでいて、何

を締結すればいいのかについてのお考えを伺

いたいと思います。例えばツイッターなどソー

シルャルネットワークの場ではこうした問題

はよく出ています。保育所の問題もそうですが、

やはりそういったところにも問題提起を政治

につなげる場が欠けているのではないか。ただ、

そうしたことがツイッターで行われてしまう

こともある種の問題性をはらんでいて、ツイッ

ターはある種のポピュリズムにつながりやす

い点もあると思います。その辺をどのようにお

考えですか。 

ちなみにこの配付物にも、メールアドレスだ

けではなくて曽我部先生ご自身がツイッター

のアカウントを入れていらっしゃいますが、ツ

イッターのいまの機能と国政につなげるルー

トの欠落という点と絡めて、どのようにお考え

になっているかという点についてお尋ねした

いと思います。 

曽我部 ありがとうございます。ツイッター

に限らずソーシャルメディアは功罪あって、と

かく罪のほうに目が向けられがちですが、功の

ほうにも目を向けるべきです。 

例えば、日本国中、性的マイノリティーはた

くさんいるはずですが、密度が低いために孤立

しています。ところが、ソーシャルメディアあ

るいはインターネットの一つの特徴として、ツ

イッターなりソーシャルメディアによってつ

ながることができて、声を上げることができる。

ツイッターというのは、誰もが見られるもので

すから、そういった声が可視化される。一般の

市民に対して、こういう問題があるのだという
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ことが可視化されるという、マイノリティーの

権利保障にとって重要な機能です。 

もちろん逆のこともあって、人種差別主義者

がつながって、ヘイトスピーチが広まるという

罪の部分もあります。しかし、同じロジック、

同じ構造で、いままでないがしろにされていた

少数者の権利、あるいは問題が可視化されるこ

ともありまして、それは重要な機能です。 

ただ、ツイッター上で言われているだけでは

なかなか実際の政策にはつながらない側面も

あって、それを国政の場につなぐことが重要で

す。例えば、実際起こったことで言うと、「保

育所落ちた、日本死ね！」みたいなものがあっ

たと思いますが、これもツイッター上のことを

議員が取り上げて国会の場で追及した結果、一

定の政策的対応につながったと思います。 

ですから、市民社会の中でいろいろ議論され

ていても、必ずしも国政の決定の場に十分持ち

込まれないということが多々あると思います。

そのことを捉えて「ルートが細い」と申しあげ

ました。そういう場を意識的にいろいろつくっ

ていくことによってさまざまな問題があると

いうことを可視化し、最終的には政策的対応、

あるいは立法等につなげていく。そのようなダ

イナミズムを統治機構に埋め込むことがこれ

から重要ではないかと思った次第です。 

 

質問 単純な質問で申しわけないのですが、

先生は、衆議院と参議院のあるべき姿みたいな

ものはどのように考えていらっしゃいますか。 

曽我部 私は、統治構造改革の話でいうと、

イギリス型が、なおメリットが大きいと思って

いますので、基本的には衆議院の優位性を明確

にするのが一点です。 

他方で参議院は、地方を代表することになる

のかはよくわかりませんが、きょうの話でいう

と、多様な民意を吸い上げられるような選挙制

度にするということは一つのアイデアとして

はあるかなと思います。ただ、問題提起の局面

と決定の局面は区別されるべきで、多様な民意

を反映する院にするのであれば、決定について

は主導権はないような形にするのがよいので

はないかと思います。ただ、これというアイデ

アで一つのモデルにコミットしているわけで

はないので、あくまで一例ということでご理解

いただければと思います。 

 

質問 非常にばかげた質問を最後にして申

しわけないのですが。統治機構の話は非常に興

味深い話で、それにある程度民主主義的な担保

も考えなければいけないというのはわかるり

ます。しかし、統治機構の話はかなり難しい話

になってしまって、ここに来ておられるメディ

アとかジャーナリストとか学者の方は関心を

持って議論しますが、世論の人たちからすると

どうしても縁遠い話になってしまう。選挙制度

も本当はみんなで議論して決めればいいと思

うのですが、「そんな難しいことはだめだよ」

と、多分、政党や国会に丸投げすると思うんで

す。 

ただ、きょうの話を聞いていて、やはりそこ

が非常に重要だとすれば、このようなテーマを、

いずれ、もし改憲になったとして、国民投票に

至るまでにどのような形で伝えていけばいい

のか。それは多分、メディアの役割とか学者の

役割とかあると思いますが、そのあたりのこと

をどうお考えになっているかお聞かせくださ

い。 

曽我部 大変難しい話だと思いますが、憲法

全体のことでいうと、憲法というのは中学、高

校でも習いますし、新聞紙上、マスメディアで

も非常に頻繁に議論されているという意味で、

ある意味敷居が低いようにみえると思います。

つまり、民法や刑法、金融商品取引法といった

ものに比べればはるかに、法律の中では一般の

市民の方々にとって敷居の低いように見える

法律、あるいは法規範だろうと思うのです。た

だ、私なり、今回一連のシリーズで登壇された

先生方もおられるように、憲法というのも専門

家がいて、それなりに専門的な議論をしている。

専門的な議論というのは、基本的には一般の市

民の方にはわかりにくいというのが普通だろ

うと思うわけです。 

つまり、憲法というのは一見敷居が低いよう
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にみえて、実はそれなりに専門家が存在するこ

とを許される程度には難しいものであるとい

うことでご理解いただければと思います。まず

憲法というのは簡単なものではないというこ

とを前提のうえで、それをいかにわかりやすく

お伝えしていくかということです。 

そうなると、非常に月並みな答えでまことに

恐縮ですが、メディアの皆さんの役割というこ

とが重要になると思います。 

憲法、政治の動きというのは仕組みに左右さ

れるところが非常にあります。政治報道という

のは人に着目されがちですが、その背後には、

制度の前提のうえに人は動くわけですので、そ

ういった制度的な側面にも目を向けて報道を

していただくことが重要です。 

つまり、ふだんからの積み重ねのうえに、制

度的な問題について国民の皆さんにだんだん

と理解を深めていただくことしかないのでは

ないかと思いますね。国民の皆さんの努力も求

められるところですが、その努力の範囲で一定

程度ご理解いただけるような形でつないでい

ただくのがメディアの役割というふうに思い

ます。 

月並みな回答で大変申しわけないのですが、

こういうところでご容赦いただければと思い

ます。 

 

司会 ありがとうございます。 

5回の憲法の研究会で6人の先生方にお越し

いただきました。これは私の勝手な解釈ですが、

皆さん、テーマは違っても基本的なところにあ

るのは個人の自由とか尊厳をどう大切にする

のかという憲法の根本の考え方ではなかった

かと思います。きょうの統治機構、曽我部先生

のお話もそこがベースにあると考えながらお

聞きしました。 

会見が始まる前にお願いしました、ゲストブ

ックへの揮ごうでは、「誰もが自分らしく生き

られる社会を」とお書きになりました。これに

一言つけ加えることがあれば何かご解説いた

だけますか。 

曽我部 憲法 13 条に個人の尊重というのが

ありますが、これを一言で、かみ砕いて言うと

こういうことなのだろうと思い、重要なことな

のではないかと思います。 

司会  ありがとうございました。 

文責・編集部 

 




















